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「微動アレイ探査による埋没地形の検出と考察」

応用地質株式会社 〇伊藤亮太、⼩⻄千⾥、寺⽥悠祐

中嶋勳雄（地質リスク・エンジニア 登録番号 137）

１．事例の概要

本事例は、国道のバイパス事業における調査段階において、地質リスクの発現を未然に

回避した事例である。事業区間では、道路盛土と補強土壁が計画されている。道路設計で

は、圧密や変形などの変状の発生原因となる沖積層（軟弱層）の分布範囲や深度を「調査

段階」で詳細に把握し、必要な対策を講ずることで、地質リスクの見落としや手戻りなく

事業を推進することが重要となる。軟弱層の分布を把握する手段として、一般にボーリン

グ調査や各種サウンディングが実施される。しかしながら、調査コストや工期、あるいは

用地の制約条件等の問題により、限られた本数のボーリング調査やサウンディングの結果

から道路直下の地質分布を推定することから、自ずと地質状況の把握には限界がある。そ

のため、地質分布が推定どおりでは無かった場合には、道路盛土や擁壁設置、軟弱地盤改

良などの施工段階や道路供用後の維持管理段階において地質リスク（道路や擁壁の沈下・

変形）が発現し、それに伴う追加調査や補修対策等による施工工程の遅れや現道の交通障

害の発生が懸念される。

本事例は、道路盛土の計画区間に対して、ボーリング調査に加えて２次元微動アレイ探

査を実施し、地質分布の推定精度の向上を図ったものである。その結果、ボーリング調査

だけでは把握し得なかった埋没谷地形（地質リスクとなる軟弱地盤の局所的分布）を把握

することができた。さらに、追加調査として、探査結果の検証を目的とした検証ボーリン

グ調査と、埋没地形の面的な広がりの把握を目的とした 3 次元常時微動トモグラフィ探査

を実施した。その結果、埋没谷地形の存在を直接的に確認するとともに、N 値の小さい沖

積層粘性土が層厚約 20 m で分布すること、埋没谷が道路に斜交して分布することが確認

できた。

埋没谷が分布する区間は、前後区間に比べて沖積層（軟弱層）が厚く堆積するため、道

路縦断の不同沈下の発生が懸念される。また、圧密沈下の収束時間も前後区間と異なるた

め、施工工程にも遅れが生じる。さらに、軟弱地盤対策として地盤改良を行う場合では、

予め設定する改良深度（軟弱層底面）が大幅に異なり、工法選定や施工機械の見直しとい

った大きな手戻りが生じる可能性がある。以上より、調査段階で埋没谷地形の存在とその

分布・性状を確認したことで、詳細設計段階が軟弱地盤技術解析や対策工検討が適切にな

され、施工段階あるいは維持管理段階におけるリスク発現の防止に寄与したといえる。

２．事例分析のシナリオ

本事例における最大の課題は、道路盛土における圧密沈下や液状化等の地質リスクを確

実に抽出し、対応することであり、そのために当該地の地形地質から想定される道路盛土

区間の複雑な地質状況を詳細に把握することが課題であった。ボーリング調査は、コア観

察による地質の直接確認とともに様々な物性値を原位置で直接取得できることが利点であ

る一方で、ボーリング調査で得られる情報は点の情報であり、１地点に一定の調査期間と
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図１ 地質調査の流れ 図２ 調査位置図

コストを要する。さらには、用地上の制約条件や資機材搬入出ルート、給水ルート・手段

の確保が困難等の理由で、必要な箇所でボーリング調査が実施できない場合もあった。そ

こで、ボーリング調査に加えて、地盤の S 波速度構造を連続的に測定することができる微

動アレイ探査を組み合わせた調査を実施し、道路直下の沖積層（軟弱層）の分布範囲や深

度の推定精度の向上を図った。初期調査として 3

地点でボーリング調査を実施したのち、図１に示

す追加調査を段階的に実施した。なお、本事例の

うち、2 次元微動アレイ探査結果までは既往報告

1)に記されており、今回はそれを含む一連の調査

結果について報告する。

(1) 2 次元微動アレイ探査

微動アレイ探査は、地表の微小振動（常時微

動、もしくは単に微動と呼ぶ）を利用した物理探

査手法である。表面波探査と同様に、周波数（波

長）によって振動の伝わる速度構造を推定する手

法であるが、表面波探査 2)との違いは、人工的な

起振源を必要としないことである。今回は、一般

的な微動アレイ探査のように地震計を円周、ある

いは三角形状に配置して測定を行う手法ではな

く、直線状に配置して直下の S 波速度構造を取得

した 3)。この手法の特徴は、一度に多数の地震計

を同時に利用することで効率的な測定を行うこと

である。使用した受振器（地震計）は図３(b)左

に示す 1 成分の McSEIS-AT である。GPS 内蔵の

独立型の探査装置のため、受振器を計測本部に有

線接続する必要がなく、設置や移動を迅速に行う

ことができる。受振器に収録したデータは、測定

終了後に Wi-Fi を用いて無線で PC に転送可能で

バイパス道路の計画線形

初期調査ボーリング

2 次元微動アレイ探査測線

追加ボーリング（検証ボーリング）

3 次元常時微動トモグラフィ探査範囲

(a) 測定模式図

(b) 受振器 McSEIS-AT
(左：1成分，右：3成分)

図３ 3次元常時微動トモグラフィ

探査の測定模式図・探査装

置・探査状況

1 成分 3 成分

(c) 探査状況

( ：1成分， ：3成分)
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ある。

(2) 検証ボーリング

2 次元微動アレイ探査によって地質リスクとなり得る埋没谷地形の存在が示された。し

かし、微動アレイ探査は地表面から測定する非破壊調査であり、地盤状況を直接確認して

いない。そのため、埋没谷地形が最も深くなる位置にて、探査結果の検証を目的としたボ

ーリング調査（検証ボーリング）を実施した。調査方法は、通常のボーリング調査であり

1m 毎に標準貫入試験を実施した。

(3) 3 次元常時微動トモグラフィ探査

埋没谷地形の面的な形状（軟弱層の変化、蛇行）を把握し、計画道路横断方向の設計条

件を詳細に得るために、3 次元常時微動トモグラフィ探査 4)を実施した。使用した受振器

は、図３(b)に示す 1 成分と 3 成分の McSEIS-AT であり、格子状を基本として現地状況に

合わせて配置した（図３(a)及び(c)参照）。

３．データ収集分析

(1) 2 次元微動アレイ探査結果

探査結果は、探査測線（道路

線形下）の S 波速度断面図であ

る（図４(b)参照）。同図より、

ボーリング地点 Br-2 の終点側

に S 波速度の低速度の凹部を把

握した。初期調査ボーリング

（図４(a)参照）との対比による

と、沖積層と洪積層の境界は、

Vs≧100～110 m/s に対応するこ

とから、S 波速度の低速度の凹

部は埋没谷地形であると推定し

た。

(2) 検証ボーリング結果

2 次元微動アレイ探査により

推定した埋没谷地形の検証を目

的としてボーリング調査（検証

ボーリング）を追加実施した。

その結果、N 値 0～1 の軟弱層

が約 20 ｍの層厚で分布する埋

没谷地形を確認した。

初期調査から検証ボーリング

までの調査結果により事業区間

の終点付近に埋没谷地形の存在が明らかとなった。埋没谷地形確認前後の推定地質縦断図

と S 波速度断面図の対比を図５に示す。埋没谷地形に相当する位置の軟弱層厚を対比する

と、初期調査時点では 8 m と推定していたところ、追加調査を行った結果、約 20 m（当

T.P.
(m)
０

-1０

-2０

起点← →終点

(a) 初期調査ボーリングに基づく推定地質縦断図

T.P.
(m)

T.P.
(m)

０

-1０

-2０

【凡例】Vs (m/s) ~30 ~60 ~100 ~105 110~

(b) 2 次元微動アレイ探査による S波速度断面図

埋没谷に相当する低速度の凹部

０

-1０

-2０

(c) 追加調査結果に基づく推定地質縦断図

図４ 各調査過程に基づく推定地質または S波速度縦断図

埋没谷

検証ボーリング
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初比 約 2.5 倍）であることを確認した。

(3) 3 次元常時微動トモグラフィ探査結果

3 次元常時微動トモグラフィ探査では、通常使用する 1 成分の受振器に加えて、3 成分

の受振器を併用した。これにより H/V スペクトルを把握することができ、そのピーク周波

数から基盤面を推定することができる。今回は、ボーリング調査で確認した沖積層下面深

度と、1 成分の 2 次元微動アレイ探査及び 3 次元常時微動トモグラフィ探査から得られた

S 波速度構造に加えて、3 成分の解析結果から得られる基盤面の深度を総合的に評価する

ことで、道路盛土範囲に対する埋没谷の形状を面的に推定し、埋没谷地形が旧河道と同様

の線形であり、道路線形と斜交することを示唆する結果が得られた（図６参照）。

図６ 3 次元常時微動トモグラフィ結果から推定した基盤深度のコンター図

４．マネジメントの効果

調査段階で推定精度の高い地質縦断面図を取得できたことで、詳細設計段階でその結果

にもとづき適切な軟弱地盤技術解析と対策工検討が実施され、地質リスクが回避されるも

のと考える。なお、調査段階で埋没谷地形の存在が把握されずに設計･施工段階へ移行し

ていた場合に、次の 2 点の地盤トラブルのいずれかが発生していた可能性を挙げる。

① 地盤改良におけるトラブル：軟弱地盤対策として地盤改良が施工される際に、軟弱

層厚が当初想定よりも大幅に厚いことが確認された場合には、改良深度の再検討や施

工機械の変更（中層混合処理工法から深層混合処理工法への変更）等の施工中断や手

初期調査ボーリング

追加ボーリング（検証ボーリング）

3 次元常時微動トモグラフィ探査範囲

深度

(m)
旧河道(推定) 旧河道(推定)

T.P.(m)

０

-1０

-2０

(a) 初期調査ボーリングに

基づく推定地質縦断図

+1０

(b) 2 次元微動アレイ探査に

基づく S 波速度断面図

(c) 検証ボーリングに
基づく推定地質縦断図

軟弱層厚

約 8m
約 23m 約 20m

図５ 埋没谷地形に相当する位置に推定される軟弱層厚の対比

検証ボーリング
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戻りが生じる。

② 道路盛土の沈下トラブル：軟弱地盤の層厚が薄く、地盤改良は不要との設計にもと

づき道路盛土が施工された場合には、道路盛土の施工直後あるいは道路供用後に予測

沈下量を上回る沈下が発生し、不同沈下による道路縦断勾配の不陸の発生や、補強土

壁の沈下・変形が生じる。また、これらの変状の対する対策工が求められる。

特に②について、道路供用後にリスクが発現した場合には、対策工事や想定以上の補修

費用が発生するのみならず、現道の通行止め等による第三者の交通障害にまで影響が及ぶ

恐れがある。

本事例では、初期調査から追加調査までの一連の調査により、従来の一般的な調査に比

べて調査費用は増加したものの、調査段階で地質分布を詳細に把握したことでリスク発現

を未然に回避できたことは、道路事業の円滑な推進にあたり、非常に意義が大きいもので

あったと考える。

また、調査段階でより詳細な情報を取得するためには、3 次元常時微動トモグラフィ探

査等の新技術の積極活用も有用であり、これによる効率化や高精度化の促進が期待され

る。

５．データ様式の提案

本事例は、A 型（地質リスクを回避した事例）であることから、データ様式 A を用いて

整理した（表１参照）。
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表１ データ様式Ａ（リスクを回避した事例）（修正無し）

大項目 小項目 データ

対象工事 発注者 非公開

工事名 非公開

工種 道路盛土（軟弱地盤対策）

工事概要 新規バイパス道路事業

①当初工事費 －

当初工期 －

リスク回避

事象

予測されたリスク

発現時期

道路予備設計のための地質調査時

or 道路施工時･道路供用後

予測されたトラブル 道路盛土の不同沈下、側方変形、すべり破壊

回避した事象 同上

工事への影響 －（施工前段階）

リスク管理

の実際

判断した時期 詳細設計着手前の詳細地質調査の実施計画時

判断した者 発注者及び受注者

判断の内容 道路盛土の詳細設計として軟弱地盤技術解析および

対策工検討の実施にあたり、業務地の地形地質の特

徴を踏まえ、道路縦断の軟弱地盤の分布状況（軟弱地

盤厚さ）を詳細に把握する必要があると考えた。従来の

ボーリング調査の単独実施では、コスト・工期の面で正

確な軟弱地盤分布の把握が困難であると判断し、物理

探査（微動アレイ探査）の追加実施を提案した。

判断に必要な情報 ボーリング調査結果と物理探査結果の総合解釈による

2 次元・3 次元的な地層分布

リスク対応

の実際

内容 追加調査 ボーリング調査、2 次元微動アレイ探査、３次元常時微

動トモグラフィ探査

修正設計 設計業務にて検討

対策工 沈下対策等を設計業務にて検討

費用 追加調査 －

修正設計 －

対策工 －

②合計 －

変更工事の

内容

工事変更の内容 －

③変更工事費 －

変更工期 －

間接的な影響項目 －

受益者 －

リスクマネジ

メン トの効

果

費用（①－③－②） －

工期 －

その他 １．施工時にリスクが発現した場合

軟弱層厚が当初想定よりも大幅に厚いことが確認さ

れた場合には、改良深度の再検討や施工機械の変更

等の施工中断や手戻りが生じる。

２．施工後・供用後にリスクが発現した場合

予測沈下量を上回る沈下が発生し、不同沈下による

道路縦断勾配の不陸の発生や、補強土壁の沈下・変

形が生じる。また、これらの変状の対する対策工が求

められる。


